
 

 

点検結果表（規制の事前評価） 

政策の名称 
財産分野の重大な消費者被害の発生・拡大防止のための

対応の強化 
府省名 消費者庁 

根拠となる法令 
■法律      □政令     □府省令     □告示     □その他 

消費者安全法 

規制の区分 ■新設等              □緩和               □廃止 

点検項目 評価の実施状況 課題 

規制の目的、内容
及び必要性 

■説明あり □説明なし  

費
用
の
分
析 

遵守費用 □金銭価値化 □定量化 □定性的記述 ■負担なし □分析なし  

行政費用 □金銭価値化 □定量化 ■定性的記述 □負担なし □分析なし ① 

その他の 
社会的費用 

□金銭価値化 □定量化 □定性的記述 ■負担なし □分析なし  

便益の分析 □金銭価値化 □定量化 ■定性的記述 □分析なし  

費用と便益の 
関係の分析 

□費用便益分析 □費用効果分析 □費用分析 ■定性的な分析 □分析なし  

代
替
案 

代替案の設定 □設定あり ■想定される代替案なし □設定なし  

代替案との 
比較 

□費用・便益で比較 □費用で比較 □便益で比較 ■比較なし  

レビューを行う 
時期又は条件 

■設定あり □設定なし  

【課題の説明】 

① 行政費用 

 行政費用について、「本法の改正による勧告・命令を執行するための執行体制の整備等を行う必要はある

が、費用負担の増加は執行体制の整備等必要な範囲にとどまる予定である」と記載しているが、「勧告・命

令を執行するための執行体制の整備等」の内容が明らかでないため、「必要な範囲にとどまる」とする根拠

について、評価書における説明が不十分である（本項目については、消費者庁から別紙のとおり補足説明

がなされた）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

【点検結果表の別紙】 

 

≪消費者庁の補足説明≫ 

① 行政費用 

 勧告・命令の対象となる事業者は、架空取引など刑法上の詐欺罪に該当し得るような行為を行う者がほ

とんどであると考えられる。このため、執行体制の整備等に係る費用としては、こうした事業者への対応

に慣れた職員の雇用や立入調査時の対応等の職員の研修などに係る費用にとどまるものと考えられる。 

 

 

 

 


